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2 0 2 5 年 1 月 3 0 日 

株式会社日本政策金融公庫 

日本政策金融公庫（略称：日本公庫）中小企業事業は、このたび、「第 14回取引先海外現

地法人の業況調査報告」を実施しました。本調査は、日本公庫中小企業事業のお取引先の海外

現地法人を対象として行ったアンケート（※1）の結果をとりまとめたものです。 

（※1）調査票送付企業数：4,173 社 / 回答企業数：1,006社 / 調査時点：2024 年 7月 1 日 

なお、本調査における前回調査は 2023年 7 月 1日時点で実施したアンケートを指す。 

（2024年 1月 23日公表） 

本調査の概要は、以下のとおりです。（詳細は、日本公庫のＨＰでもご覧いただけます。） 

 

＜定例調査＞ 

１ 売上高・最終損益の前期決算期状況及び今期決算期の見通し 

前期決算期について、売上高が「増加」と回答した企業の割合が 36.4％（前回調査 47.7％）、

最終損益が「改善」と回答した企業の割合が 36.8％（同 40.3％）と、前回調査から低下し

ました。 

また、今期決算期の見通しについて、売上高が「増加」と回答した企業の割合が 34.4％、

最終損益が「改善」と回答した企業の割合が 35.9％と、前期決算期から低下が見込まれて

います。【図１】 

【図１】前期決算期及び今期決算期の売上高「増加」・最終損益「改善」の割合 

 
（注１）前期決算期の売上高が前々期と比較し、「増加」したと回答した企業の割合。 

（注２）前期決算期の最終損益が前々期と比較し、「改善」したと回答した企業の割合。 

（注３）今期決算期の売上高が前期と比較し、「増加」したと回答した企業の割合。 

（注４）今期決算期の最終損益が前期と比較し、「改善」したと回答した企業の割合。 
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ニュースリリース 

https://www.jfc.go.jp/n/findings/result_index_o.html
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２ 現在直面している課題 

現在直面している課題について、雇用関連の「賃金の上昇」が 38.3％（前回調査 39.8％）

と、最も高い回答となりました。また、「販売数量の減少」が 28.6％（同 26.4％）となる

等、販売関連の課題の回答割合が前回から上昇した一方で、「仕入原価の上昇」が 23.4％

（同 32.1％）となる等、仕入関連の課題の回答割合は低下しました。【図２】 

【図２】直面している課題（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 今後 3年程度の事業展開における有望国・地域 

今後 3年程度の事業展開における有望国・地域では、ベトナムが 11年連続で 1位となり

ました。2位のインドとともに、「最も有望」と回答した企業の割合は前回より上昇しまし

た。【図３】 

【図３】今後 3 年程度の事業展開における「最も有望」な国・地域 
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＜特別調査＞ 

４ 海外現地法人の現地責任者 

海外現地法人の現地責任者について、「日本親会社から社員を派遣」の回答割合が最も高

くなりました。次いで高い回答について、全体及び ASEAN では「日本親会社の代表者と同

一」であるのに対し、中国では「現地採用（現地人・内部昇進）」となりました。【図４】 

【図４】海外現地法人の現地責任者 

  

 

５ 海外現地法人の現地責任者の後継者 

現地責任者の後継者が決まっているか尋ねたところ、「決まっていない」が 80.0％、「決

まっている」が 20.0％となりました。【図５】 

現地責任者を選定する上での悩みや課題としては、「経営を担える人材の育成」が 58.4％、

「経営を担える人材の採用」が 45.2％と、経営を担える人材に関する悩みや課題を抱えて

いる企業が多いことが伺えます。【図６】 

【図５】現地責任者の後継者が決まっているか 

【図６】現地責任者を選定する上での悩みや課題（複数回答） 
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（１）現地責任者の後継者が「決まっていない」企業 

現地責任者の後継者が決まっていない理由としては、「現地責任者の変更の予定がない」

が 62.9％の一方で、「適任者が不在」と回答した企業は 31.7％ありました。【図７】 

【図７】現地責任者の後継者が決まっていない理由（複数回答） 

 

（２）現地責任者の後継者が「決まっている」企業 

現地責任者の後継者として決まっている者について、「日本親会社から社員を派遣」が

最も高い回答となっています。次いで高い回答について、全体では、「日本親会社の代表

者の後継者候補」であるのに対し、ASEAN及び中国では、「現地採用（現地人・内部昇進）」

となりました。【図８】 

【図８】現地責任者の後継者として決まっている者 
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６ 「後継者候補の人材育成」の取り組み 

「後継者候補の人材育成」の取り組みについて、「後継者候補の人材育成（日本人）」では、

「海外での実務経験（海外出張）」が 42.6％、「海外での実務経験（海外駐在）」が 32.7％と

海外での実務経験に関する回答割合が高い一方で、「後継者候補の人材育成（現地人）」では、

「日本親会社の経営理念の浸透」が 40.5％、「管理職への早期登用」が 38.3％となりまし

た。【図９】 

【図９】「後継者候補の人材育成」の取り組み（複数回答） 

 

 

以上 

42.6 

32.7 
26.4 

22.4 

14.8 11.9 
6.5 

2.8 

14.8 

1.4 

0%

20%

40%

60%

80%

海
外
で
の
実
務
経
験

（
海
外
出
張
）

海
外
で
の
実
務
経
験

（
海
外
駐
在
）

日
本
親
会
社
の

経
営
理
念
の
浸
透

管
理
職
へ
の
早
期
登
用

外
部
機
関
が
主
催
す
る

研
修
の
受
講
支
援

語
学
学
校
通
学
支
援

キ
ャ
リ
ア
パ
ス
の
明
示

新
た
な
人
事
給
与

制
度
の
導
入

取
り
組
ん
で
い
る

こ
と
は
な
い

そ
の
他

31.3 

9.3 

40.5 38.3 

10.1 8.8 6.2 4.4 

13.7 

1.3 

0%

20%

40%

60%

80%

日
本
で
の
実
務
経
験

（
日
本
出
張
）

日
本
で
の
実
務
経
験

（
日
本
駐
在
）

日
本
親
会
社
の

経
営
理
念
の
浸
透

管
理
職
へ
の
早
期
登
用

外
部
機
関
が
主
催
す
る

研
修
の
受
講
支
援

語
学
学
校
通
学
支
援

キ
ャ
リ
ア
パ
ス
の
明
示

新
た
な
人
事
給
与

制
度
の
導
入

取
り
組
ん
で
い
る

こ
と
は
な
い

そ
の
他

【日本人】（n=352） 

【現地人】(n=227) 

 



































38.3

21.3
17.5

28.6 27.9

8.2 6.3

23.4

4.6 4.8 4.5 4.0 1.5 2.2

9.3
14.5

5.8
1.5 4.0

1.0

8.3

0%

20%

40%

60%

賃
金
の
上
昇

従
業
員
の
確
保

従
業
員
の
教
育

販
売
数
量
の
減
少

販
売
先
の
減
少

・
確
保

取
引
先
か
ら
の

コ
ス
ト
ダ
ウ
ン

販
売
単
価
の
下
落

仕
入
原
価
の
上
昇

原
材
料
の
調
達

燃
料
費
の
上
昇

不
良
率
の
水
準

外
注
先
の
確
保

債
権
の
回
収

物
流
の
停
滞

政
情
不
安
・
日
本
と
の

関
係
悪
化

為
替
差
損

法
律
・
税
務
・
会
計

知
識
不
足

外
資
政
策
変
更
の
対
応

駐
在
員
の
往
来

（

渡
航
・
帰
国

）

イ
ン
フ
ラ
整
備
途
上

そ
の
他

今

回

前

回

39.8

22.4
18.3

26.4 23.5

5.3 3.7

32.1

6.2 8.4
4.2 3.3 2.0 1.4

9.5
12.9

5.0
1.7

4.9
1.1

10.0

0%

20%

40%

60%

賃
金
の
上
昇

従
業
員
の
確
保

従
業
員
の
教
育

販
売
数
量
の
減
少

販
売
先
の
減
少

・
確
保

取
引
先
か
ら
の

コ
ス
ト
ダ
ウ
ン

販
売
単
価
の
下
落

仕
入
原
価
の
上
昇

原
材
料
の
調
達

燃
料
費
の
上
昇

不
良
率
の
水
準

外
注
先
の
確
保

債
権
の
回
収

物
流
の
停
滞

政
情
不
安
・
日
本
と
の

関
係
悪
化

為
替
差
損

法
律
・
税
務
・
会
計

知
識
不
足

外
資
政
策
変
更
の
対
応

駐
在
員
の
往
来

（

渡
航
・
帰
国

）

イ
ン
フ
ラ
整
備
途
上

そ
の
他

( n = 1,068)

( n = 965)

Ⅱ－１ 現在直面している課題（３つまでの複数回答）

・雇用関連の課題は、いずれの回答割合も前回から低下し、「賃金の上昇」が1.5ポイント、「従業員の確保」が1.1ポイント低下した。

・販売関連の課題は、いずれの回答割合も前回から上昇し、「販売先の減少・確保」が4.4ポイント、「販売単価の下落」が2.6ポイント上昇した。

・仕入関連では、「仕入原価の上昇」の回答割合が前回から8.7ポイント低下した。

・そのほか、「為替差損」の回答割合が1.6ポイント上昇した。

Ⅱ 事業を展開するうえでの課題
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( n = 443 ) ( n = 331 )

Ⅲ－９ 現地責任者を選定する上で検討・実施している対応策（複数回答）

・現地責任者を選定するにあたって検討・実施している対応策について、全体では「後継者候補の人材育成（日本人）」が38.2％と最も多く、次いで「後継者候

補の人材育成（現地人）」（25.8％）となっている。また、35.4％が「検討している対応策はない」と回答している。

・ASEANでは、「後継者候補の人材育成（日本人）」が42.9％と最も多く、次いで「後継者候補の人材育成（現地人）」（19.6％）となっている。

・中国では、「後継者候補の人材育成（日本人）」が33.2％と最も多く、次いで「後継者候補の人材育成（現地人）」（32.6％）となっている。
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Ⅲ－10 「後継者候補の人材育成（日本人）」の取り組み（複数回答）

・「後継者候補の人材育成（日本人）」の取り組みについて、全体では「海外での実務経験（海外出張）」が42.6％と最も多く、次いで「海外での実務経験（海外

駐在）」（32.7％）、「日本親会社の経営理念の浸透」（26.4％）となっている。

・ASEANでは、「海外での実務経験（海外出張）」が42.8％と最も多く、次いで「海外での実務経験（海外駐在）」（30.5％）となっている。

・中国では、「海外での実務経験（海外出張）」が44.4％と最も多く、次いで「海外での実務経験（海外駐在）」（28.7％）となっている。
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Ⅲ－11 「後継者候補の人材育成（現地人）」の取り組み（複数回答）

・「後継者候補の人材育成（現地人）」の取り組みについて、全体では「日本親会社の経営理念の浸透」が40.5％と最も多く、次いで「管理職への早期登用」

（38.3％）、「日本での実務経験（日本出張）」（31.3％）となっている。

・ASEANでは、「日本での実務経験（日本出張）」が38.3％と最も多く、次いで「日本親会社の経営理念の浸透」（35.8％）となっている。

・中国では、「日本親会社の経営理念の浸透」が47.1％と最も多く、次いで「管理職への早期登用」（43.1％）となっている。
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